
野
田
首
相
が
解

散
の
条
件
と
し
た

衆
院
比
例
定
数
削

減
は
、
切
ら
れ
る

の
は
民
意
で
す
。

『
身
を
削
る
』
と

い
う
な
ら
政
党
助

成
金
こ
そ
廃
止
す

べ
き
で
す
。

日
本
共
産
党
は
制
度
発
足
以

来
17
年
間
、
憲
法
違
反
の
制
度

と
し
て
、
受
け
取
り
を
拒
否
・

返
上
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
総

額
は
３
５
０
億
円
以
上
に
な
り

ま
す
。
草
の
根
で
国
民
と
結
び

つ
い
て
、
党
財
政
を
支
え
て
き

た
の
が
日
本
共
産
党
で
す
。

『
政
治
の
特
権
を
な
く
す
』

と
い
う
な
ら
、
ま
ず
政
党
助
成

金
こ
そ
撤
廃
す
る
こ
と
を
強
く

求
め
ま
す
。

国
民
多
数
が
反
対
の
消
費
税

増
税
や
原
発
再
稼
働
を
強
行
し

た
根
っ
こ
に
は
「
財
界
中
心
の

政
治
」
が
あ
り
、
環
太
平
洋
連

携
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
推
進
と
オ

ス
プ
レ
イ
配
備
に
突
き
進
ん

だ
根
っ
こ
に
は
「
ア
メ
リ
カ

い
い
な
り
の
政
治
」
が
あ
り

ま
す
。

こ
の
「
二
つ
の
害
悪
」
を

特
徴
と
す
る
自
民
党
型
政
治

か
ら
抜
け
出
す
立
場
も
意
志
も

な
か
っ
た
こ
と
が
、
民
主
党
政

権
失
敗
の
最
大
の
要
因
で
す
。

自
民
党
型
政
治
は
、
１
９
５

２
年
の
日
米
安
保
条
約
発
効
か

ら
60
年
。
こ
の
「
古
い
政
治
」

が
ゆ
き
づ
ま
り
、
解
決
を
求
め

ら
れ
て
い
る
問
題
に
答
え
を
出

せ
ず
、
展
望
が
示
せ
な
く
な
っ

て
い
る
の
で
す
。

い
ま
こ
そ
「
財
界
中
心
」

「
ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
」
の

「
二
つ
の
害
悪
」
を
断
ち
切
る

ホ
ン
モ
ノ
の
改
革
に
取
り
組
む

と
き
で
す
。

▽
消
費
税
増
税
中
止
法
案
を
可

決
す
る
た
め
に
全
力
を
尽
く
し
、

消
費
税
に
頼
ら
ず
社
会
保
障
、

経
済
、
財
政
を
よ
く
す
る

▽
「
即
時
原
発
ゼ
ロ
」
を
実
現

す
る

▽
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
ス
ト
ッ
プ
し
て
日

本
の
経
済
主
権
を
守
り
ぬ
く

▽
オ
ス
プ
レ
イ
配
備
撤
回
、
米

軍
基
地
の
全
面
撤
去
を
す
す
め

る▽
憲
法
９
条
を
い
か
し
て
平
和

外
交
で
世
界
に
貢
献
す
る
─
─

道
が
開
け
ま
す
。

選
挙
間
際
に
新
党
が
乱
造
さ

れ
、
有
権
者
置
き
去
り
の
離
合

集
散
の
一
方
で
、
日
本
共
産
党

は
、
90
年
の
歴
史
の
裏
づ
け
が

あ
り
ま
す
。
戦
前
・
戦
後
ど
ん

な
弾
圧
や
干
渉
に
も
屈
せ
ず
、

自
民
党
型
政
治
に
真
正
面
か
ら

対
決
し
つ
づ
け
、
「
国
民
が
主

人
公
」
の
新
し
い
日
本
の
実
現

の
た
め
に
た
た
か
っ
て
き
た
党

で
す
。

１
世
紀
近
い
歴
史
で
試
さ
れ

た
党
─
─
日
本
共
産
党
こ
そ
、

21
世
紀
の
日
本
の
未
来
を
安
心

し
て
託
す
こ
と
が
で
き
る
政
党

で
す
。
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
改
革

ビ
ジ
ョ
ン
を
提
案
し
、
実
現
の

た
め
に
行
動
す
る
党
─
─
日
本

共
産
党
を
大
躍
進
さ
せ
て
く
だ

さ
い
。

ニュースわかば 2012年11月 第 113号

ニ
ュ
ー
ス

日本共産党
流山東部
後援会

部内資料
発行責任者

竹内和男

Tel・ｆax：7143-3086

（1）

生活苦、リストラ・派遣切り、
所得税・住民税など税対策、
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12
月
４
日
公
示
、
16
日
投
票
で
総
選
挙
が
行
わ
れ
ま
す
。

「
ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
」
「
財
界
中
心
」
と
い
う
古
い

自
民
党
政
治
を
続
け
た
民
主
党
政
権
が
、
国
民
の
批
判

と
怒
り
で
お
い
つ
め
ら
れ
て
の
解
散
で
、
新
し
い
政
治

の
選
択
が
問
わ
れ
る
歴
史
的
選
挙
で
す
。
日
本
共
産
党

は
躍
進
め
ざ
し
て
、
意
気
高
く
が
ん
ば
り
ま
す
。

「
政
治
の
特
権
を
な
く
す
」
と
い
う
な
ら
、

政
党
助
成
金
こ
そ
廃
止
を
求
め
ま
す
。

自
民
党
型
政
治

本
物
の
改
革
で

断
ち
切
る
と
き

提
案
し
、
行
動
す
る

日
本
共
産
党
の
躍
進
を

日本の政治切り替える好機に



血
も
涙
も
な
い
減
額
だ

年
金
削
減
法

貧
困
さ
ら
に
悪
化
さ
せ
る

国
民
年
金
を
年
２
万
円
、
厚

生
年
金
を
年
７
万
円
も
引
き
下

げ
る
重
大
な
中
身
な
の
に
、
た
っ

た
３
時
間
審
議
と
い
う
暴
挙
で

す
。衆

院
厚
生
労
働
委
員
会
は
14

日
、
年
金
を
３
年
間
で
２
．
５

％
削
減
し
、
基
礎
年
金
国
庫
負

担
引
き
上
げ
に
消
費
税
増
税
を

充
て
る
法
案
を
、
民
主
、
自
民
、

公
明
、
維
新
の
会
の
各
党
の
賛

成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

赤
字
国
債
発
行
を
自
由
化

公
債
特
例
法

憲
法
・
財
政
法
に
違
反

国
会
の
監
視
機
能
奪
う

２
０
１
３
年
度
か
ら
１
５
年

度
ま
で
赤
字
国
債
の
自
動
発
行

を
認
め
る
公
債
特
例
法
案
が
15

日
の
衆
院
本
会
議
で
、
民
主
、

自
民
、
公
明
な
ど
賛
成
多
数
で

可
決
さ
れ
、
参
院
で
も
財
政
金

融
委
員
会
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

赤
字
国
債
の
自
動
発
行
は
民
自

公
３
党
の
談
合
で
加
え
ら
れ
た

も
の
。

反
対
討
論
で
日
本
共
産
党
は
、

消
費
税
増
税
を
前
提
と
し
、
社

会
保
障
の
連
続
改
悪
を
進
め
る

予
算
を
支
え
る
た
め
に
多
額
の

赤
字
国
債
を
発
行
す
る
こ
と
は

認
め
ら
れ
な
い
と
主
張
し
ま
し

た
。憲

法
が
定
め
る
国
会
の
議
決

（
83
条
）
予
算
単
年
度
主
義

（
86
条
）
や
赤
字
国
債
の
発
行

を
原
則
禁
じ
た
財
政
法
第
４
条

に
反
し
て
い
る
と
指
摘
。
赤
字

国
債
を
い
く
ら
で
も
自
動
的
に

発
行
で
き
、
国
会
の
チ
ェ
ッ
ク

機
能
を
奪
う
こ
と
に
な
り
「
議

会
制
民
主
主
義
の
重
大
な
じ
ゅ

う
り
ん
だ
」
と
批
判
し
ま
し
た
。

自
民
、
公
明
両
党
は
「
国
会

の
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
る
こ
と
な

く
素
通
り
す
る
こ
と
は
財
政
規

律
を
緩
め
る
懸
念
が
あ
る
」

（
公
明
・
竹
内
譲
氏
）
な
ど
と

述
べ
な
が
ら
賛
成
し
、
無
責
任

な
姿
勢
を
示
し
ま
し
た
。
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「
一
体
改
革
」
年
収

300
万
円
世
帯

低
所
得
者
ほ
ど
重
く

政
府
は
14
日
、
消
費
税
増
税
と
税
金
・
社
会
保
険
料
な
ど
に
よ
る
家

計
負
担
増
の
試
算
を
公
表
し
ま
し
た
。

年
収
３
０
０
万
円
世
帯
（
40
歳
以
上
の
会
社
員
の
夫
・
専
業
主
婦
・

子
ど
も
２
人
）
で
、
負
担
増
が
24
・
29
万
円
に
の
ぼ
る
な
ど
深
刻
な
負
担

増
を
与
え
る
こ
と
を
示
し
て
お
り
、
消
費
税
増
税
は
中
止
す
る
以
外
に
な

い
こ
と
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
ま
す
。
（
一
覧
表
参
照
）

試
算
は
日
本
共
産
党
の
佐
々
木
憲
昭
衆
議
院
議
員
が
求
め
て
い
た
も
の
。

政
府
が
負
担
増
を
明
ら
か
に
し
た
の
は
初
め
て
で
す
。

試
算
に
よ
る
と
、
年
収
300
万
円
の
４
人
家
族
（
同
）
の
負
担
率
は
年
収

の
８
％
と
な
り
、
年
収
900
万
円
で
も
４
．
７
％
の
負
担
増
。
低
所
得
ほ
ど

重
い
負
担
増
と
な
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。
公
的
年
金
し
か
な
い
75
歳

以
上
の
高
齢
者
世
帯
で
は
夫
婦
で
最
大
10
万
円
、
単
身
で
６
．
４
万
円
も

負
担
が
増
え
ま
す
。
共
働
き
世
帯
（
夫
300
万
妻
200
万
円
、
子
ど
も
２
人
の

場
合
）
で
は
31
万
円
の
負
担
増
と
な
り
ま
す
。

民
自
公
は
、
負
担
増
対

策
と
称
し
て
、
ご
く
一
部
の
世
帯
に
１
万
円
を
ば
ら
ま
く
こ
と
を
検
討
し

て
い
ま
す
が
、
“
焼
け
石
に
水
”
に
も
な
ら
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

佐
々
木
議
員
は
「
こ
ん
な
格
差
が
拡
大
し
、
低
所
得
者
の
負
担
が
増
え

る
や
り
方
は
絶
対
に
や
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
批
判
し
ま
し
た
。

政
府
試
算

24
万
円
負
担
増

年収額 消費税増税分 負担増額分

300万円 8.2 24.29

500万円 11.5 31.1

700万円 14.3 36.93

900万円 16.6 41.9

2011年度と増税後の16年度の比較 単位＝万円

40歳以上の夫、専業主婦、小学生の子ども2人

消費税増税分 負担増額分

7.5 10～7.4

夫婦ともに75歳上
年収240万円

共働き世帯

夫年収300万円サラリーマン

妻年円収200万サラリーマン

小学生の子ども2人

消費税増税分 負担増額分

11.2 30.79

日本共産党の主な「提言」と行動

雇用・くらし・
社会保障・財源問題

（２月７日）

「消費税大増税ストップ！ 社会保障充実、財政危機打開の提言」

●全国各地で「提言」に基づく経済懇談会を開催

●国会で志位委員長が電機・情報産業の大リストラ問題を追及

原発問題
（９月25日）

「『即時原発ゼロ』の実現を」

●「提言」で政府に申し入れ

●「原発なくせ」の官邸前・全国各地の行動に連帯

領土問題
（９月２０日）

「外交交渉による尖閣諸島問題の解決を」

●「提言」で日本政府に申し入れ

●程永華・駐日中国大使と会談し提起

安保・外交問題
（５月１２日）

「日米安保条約をなくしたらどういう展望が開かれるか 全国革新懇総会

志位委員長の記念講演」（外交ビジョン）

●米兵女性暴行事件、オスプレイ強行配備に抗議し、米軍基地全面撤去を求め、

オバマ米大統領に書簡を送付

●オスプレイ配備反対のたたかいに連帯


